
用 語

解 説
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あ行

アーバンリゾート(ゾーン)

都市近郊もしくは都市内の水際や高原などに立地する、テーマパークやホテル、マリーナ、複合型産業

施設などで複合的に構成された保養、行楽地のこと。アーバンリゾートゾーンは、舞浜２・３丁目の住宅

地を除いた舞浜地区を指す。

アウトソーシング

行政内部で行われていた業務を専門業者等に外注すること。受注者の能力や資源を活用することにより、

コストの削減や効率化を図る。

アクセシビリティ
ウェブ-ページに対するアクセスと利用のしやすさの度合い、また、障害の有無や年齢などの条件に関係な

く、だれもが同じようにインターネット上で提供される情報を利用できること。

ＡＳＰサービス（Application Service Provider）

データセンターでアプリケーションソフトを一括稼動させ、インターネットなどでその機能を顧客に提

供するサービスのこと。

ＳＮＳ（Social Networking Service）

インターネットを使って、人と人のコミュニケーションを促進するためのサービスのこと。子育て支援

などの特定のテーマに利用されることが多い。

ＥＳＣＯ事業
事業者が省エネルギーに関する包括的なサービスを提供することにより、これまでの施設の機能や環境

を損なうことなく、省エネルギー効果を保証する事業。

ＮＰＯ（Nonprofit Organization）
民間非営利団体のこと。利潤を上げることを目的としない、公益的活動を行なう民間団体。活動範囲は、

教育・社会福祉・環境保全・国際交流等多岐にわたる。

か行

街頭緊急通報装置
犯罪の抑止を図るため、犯罪が発生しやすい公共空間に設置されている防犯カメラや警察への通報装置を

装備したスーパー防犯灯のこと。

学生防犯ボランティアＶ５

平成16年11月24日に市内の高校４校（浦安高校、浦安南高校、東海大学付属浦安高校、東京学館浦安高校）

と明海大学の学生によって結成されたボランティア組織で、自転車盗難防止活動や防犯キャンペーンなど、

独自の防犯活動や関係団体が行う防犯活動への参加、協力などを行っている。

観光漁業基地構想

釣り船や遊船など多様な形で観光に結びつけた観光漁業の振興を図るため、境川河口の船たまりと関連用

地を観光漁業の拠点とする構想。

環境マネジメントシステム
事業者などが環境に関する方針を自ら設定し、達成に向けて取り組んでいくための体制、手続きのことで、

国際標準化機構（ＩＳＯ）が発行したISO14001に基づくものやＥＵのＥＭＡＳに基づくものが代表的な事例

である。

帰宅困難者
大規模な災害で交通機関が運行を停止した際に発生する、自宅への帰宅をあきらめた人や徒歩での帰宅が
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困難となり保護が必要になる人々。

キャリア教育
児童・生徒一人ひとりの勤労観・職業観と自分の将来を設計できる力を育てる教育。

グループホーム

大規模な居住型施設ではなく、少人数で、職員とともに地域の家屋や建物での集団共同生活を送るなかで、

社会的・家庭的ケアを受ける生活形態。地域住民の一人として自立した生活を送ることを目的に、高齢者や

障がい者などの分野でそれぞれ展開されている。

グローバル化

政治、経済、文化など様々な面において、従来の国家・地域の境界を越え、全世界的な規模で資本や情報

のやり取りが行われること。

景観法

良好な景観の形成に向けた基本理念や住民、事業者、行政の責務などを規定した、景観に関する総合的な

法律。

建築基準法第 42 条第２項に該当する道路（２項道路）

建築基準法第42条第２項の規定による道路で、建築基準法が制定される以前から存在する幅員４ｍ未満の

道。建築基準法では、幅員４ｍ以上道を道路として規定しているが、堀江、猫実、当代島地区には、幅員４

ｍ未満の狭あいな道が存在している。このような道では、建築物の更新にあわせた拡幅整備が必要となって

いる。

光害
照明に関して、安全性や効率性の確保、景観や周辺環境への配慮などが十分なされていないために起こる

様々な悪影響をいう。

後期高齢者医療制度
75歳以上の後期高齢者を対象として、平成20年4月からスタートした、新しい医療制度。

工業ゾーン

鉄鋼団地や流通・加工・業務機能が集積した工業団地がある、鉄鋼通り、港、千鳥地区の総称。

公有水面埋立事業

公共の用に供する水流または水面であって、国の所有に属する水面を埋め立てる行為。本市の場合、千葉

県事業として、二度にわたり、公有水面の埋め立てが行われており、浦安地区第一期埋立事業では、海面下

の土地もあわせて埋め立てられた。

子ども・子育て関連３法

すべての子どもの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援することを目的として、

子ども・子育て支援関連の制度や財源を一元化して新たな仕組みを構築し、質の高い学校教育・保育の一体

的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援の充実を図ることを目的に制定された３つの法律をいう。

コミュニティビジネス
福祉や教育、環境保護など、地域や社会の抱える課題について、ビジネスの手法を活用しつつ、地域との

信頼関係のなかで、多様で柔軟なサービスを、市民が主体となって提供し解決していく、地域性・社会性と

事業性・自立性を伴った事業活動のこと。

さ行

災害時要援護者
ひとり暮らしや寝たきりの高齢者、障害者、傷病者、妊産婦、乳幼児など、災害時に適切な防災行動をと
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ることが特に困難な人々。

災害非常用街灯
太陽光や風力などの自然エネルギーを利用した、大規模な災害により停電が発生した場合でも点灯する街

灯。

再生可能エネルギー

資源が有限でいずれ枯渇する化石燃料などと違い、太陽光・太陽熱、水力、風力、地熱、バイオマスなど、

自然現象の中で半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギーのこと。自然の活動によってエネルギー

源が再生、供給されることから、地球環境への負荷が少ない。

里親制度
地方自治体が、公園や道路などの緑化や清掃活動を地元住民に任せる制度。ボランティアとなる住民や地

元企業を「里親」、公共施設を「養子（アダプト）」になぞらえたもの。

指定管理者制度

平成 15 年６月の地方自治法の改正により設けられた制度で、体育館や福祉施設などの公の施設の管理を

民間の事業者が請け負う制度。

自動体外式除細動器（ＡＥＤ：Automated External Defibrillator）

心臓の動きを正常に戻すために電気ショックを与える装置で、医療従事者でなくても救命行為が行える。

周産期医療

周産期（妊娠22週から生後満7日未満までの期間）とその前後の期間に生じがちな、母体・胎児や新生児の

生命に関わる突発的な事態に備えた、産科と小児科双方からの一貫した総合的な体制による医療のこと。

食育

「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる

こと。

シンクライアント
通常のパソコンと違い、ハードディスク（記憶装置）を持たないパソコンのこと。

人工排熱

電気、ガス、石油などの使用により膨大なエネルギーが消費され、自然界とは異なる熱バランスが形成さ

れていること。空調など建物に起因して発生する建物排熱、自動車の走行に伴う自動車排熱、工場などの生

産活動に伴うエネルギー消費によって生ずる工場排熱などがあり、これらの人工排熱は、ヒートアイランド

現象の原因のひとつとされている。

新町地域

第二期埋立地に形成された住宅地で、日の出、明海、高洲地区の総称。

スクールライフカウンセラー
児童・生徒の心理臨床に関する高度な専門的知識・経験をもち、学校で児童・生徒へのカウンセリング、

教職員や保護者への助言・援助などを行う人。

スマートハウス

家電や設備機器を情報化配線等で接続し最適制御を行うことで、エネルギーをより効果的に利用するため

の工夫が加えられている住宅のこと。太陽光発電システムや蓄電池などのエネルギー機器を利用したり、家

電、住宅機器などをコントロールするなど、エネルギーマネジメントを行うことでCO2排出の削減を実現する。

スモールビジネス
人材派遣などのニューサービスやソフトハウス・新テク商品などのベンチャービジネスの登場で、これま

での大企業・中堅企業・中小（零細）企業といった規模分類だけでは優劣判定ができなくなったのに対応し
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て、優良中小、ベンチャーをあわせて呼んだもの。

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）
津波警報や緊急地震速報、緊急火山情報などの対処に時間的余裕がない事態が発生した場合に、通信衛星

を用いて情報を送信し、市町村の防災行政無線を通じて住民に緊急情報を伝達するシステム。

全体最適化

目標を定めて事務と情報システムを同時に改善していく取り組みのこと。

早期健全化基準

地方公共団体の財政の健全性に関する基準。健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率、将来負担比率）のいずれかが早期健全化基準以上である場合は、財政健全化団体として自主的・

計画的な財政の健全化が求められる。

双方向型インターネットＧＩＳ

地域住民と地方公共団体、地域住民同士、さらには地方公共団体同士のコミュニケーションの向上を目

的に開発された相互連携も可能な双方向型の統合型地理情報システム。

た行

ダイオキシン類
ポリ塩化ジベンゾーパラージオキシン（ＰＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ

－ポリ塩化ビフェニル（コプラナ－ＰＣＢ）の総称。通常の環境中にも極微量が存在する有害な物質。人の

生命や健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることから、平成12年１月「ダイオキシン類対策特

別措置法」が施行され、廃棄物焼却炉などのからの排出抑制が行われている。

多文化共生

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め、対等な関係を築こうとしながらともに生きて

いくこと。

地域主権改革一括法

国が決めていた義務付け・枠付けを緩和し、基準の決定を自治体の条例に委任したり、国から県へ、県か

ら市町村へ権限の移譲を行ったりすることで、市の自主性や自立性を高めるために、関係する法律を一括で

改正する法律。「地域の自主性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」とい

う同名の２つの法律が、平成23年５月と同年８月に公布された。

地域防災無線
災害対策を迅速・的確に行うため、市役所と消防や警察などの関係機関、医療・教育・電気・水道・ガス・

電話などの生活関連機関が相互に密接な連絡が取れるよう設置された通信設備で、移動系と固定系がある。

中間支援組織

地域社会と市民活動グループの変化やニーズを把握し、各種サービスの需要と供給をコーディネートす

る組織。運営形態は、官設官営、官設民営、民設民営がある。

鉄鋼団地
鉄鋼通りや港地区にある鉄鋼の流通や加工を主力とした工業団地の通称。200社以上の工場や倉庫が林立し、

日本有数の鉄鋼の取扱量を誇る本市の特色ある産業のひとつとなっている。

特定健康診査
メタボリックシンドロームの要因となっている生活習慣を改善し、高血圧や高脂血症、糖尿病などの有病

者・予備群を減少させることを目的とした検査。
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特定高齢者

近い将来、要支援・要介護となるおそれのある高齢者。

特定保健指導

特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果

が多く期待できる市民に対して、生活習慣を見直すサポートを行うもの。

特別支援教育
障害のある児童・生徒に対してその一人ひとりの教育的ニーズを把握し、当該児童・生徒のもてる力を

高め、生活や学習上の困難を改善または克服するために、必要な支援を行う教育。

都市型観光
人が居住し生活している「まちなか」で、その地域の歴史・文化・環境などを踏まえ、「街を歩くことの楽

しさ」を魅力の中心に置いた観光の概念。

都市再生機構(旧住宅・都市整備公団)

独立行政法人都市再生機構（ＵＲ都市機構）。平成16年７月に、都市基盤整備公団と地域振興整備公団の地

方都市開発整備部門がひとつになり発足した独立行政法人。大都市及び地域社会の中心都市において、市街

地の整備改善や賃貸住宅の供給の支援に関する業務を行う。本市では、昭和60年より日の出・明海地区を事

業区域にした浦安東地区土地区画整理事業を実施している。

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ：Domestic Violence)

夫や恋人など親密な関係にある、またはあった男性から女性に対する身体的・性的・経済的・心理的暴

力及びこどもを巻き込んだ暴力のこと。

な行

内発型産業

浦安市民が起業する産業

中町地域
第一期埋立地に形成された住宅地で、東野、富岡、今川、弁天、海楽、入船、美浜、舞浜２・３丁目の総

称。

ネーミングライツ
施設、キャラクターなどに名称をつけることができる権利。日本では特にスポーツや文化施設などに名

称をつける権利をいう。

ノーマライゼーション

すべての人が同じ人間として、住み慣れた環境のなかでともに暮らせるようにすべきだという考え方。

は行

ピアカウンセリング

自立生活を実現した、あるいは実現しつつある障がい者が、これから自立を考えようとしている障がい者

に、自分たちの経験を通して行う援助活動。

ＰＲＴＲ法
平成11年に制定された「特定化学物質の環境への排出量等及び管理の改善の促進に関する法律」のこと。

ＰＦＩ(Private Finance Initiative)
事業コストの削減や質の高い公共サービスの提供を図るため、公共施設等の建設や維持管理、運営などに
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ついて民間の資金やノウハウを活用して行う手法。

ヒートアイランド現象

都市部において、人工物の増加、地表面のコンクリートやアスファルトによる被覆の増加、それに伴う自

然的な土地の被覆の減少、さらに冷暖房などの人口排熱の増加により、地表面の熱収支バランスが変化し、

都心域の気温が郊外に比べて高くなる現象。

ビーナス計画
ゴミの減量化・再資源化に全市を上げて取り組むプロジェクトネーム。｢気持ちの参加｣｢できることへ

の参加｣｢システムづくりへの参加｣｢システム運用への参加｣の４つの段階で市民参加を求め、市民・事業

者・市が３者一体となって、浦安市にあったゴミ処理の仕組みを構築し、美しい都市を実現していくため

の計画。

ＰＰＰ（Public Private Partnership）

これまでの行政主体による公共サービスを、いかにして最も効果的で効率的に提供できるかという観点か

ら、行政（官）と多用な構成主体（市民・各種団体・企業・大学など（民））の連携により事業を行う「官

民連携」の形のこと。民間事業者が、政策などの計画段階から参加するという考え方であり、資金協力や運

営ノウハウの提供のみを行うＰＦＩよりも広い概念となっている。

福祉避難所

障害のある人や心身に衰えのある高齢者、乳幼児など、避難所での生活に特に配慮が必要な人を収容し保

護する避難所。

普通会計

総務省が所管する「地方財政状況調査」において統計上の比較を可能にするためにつくられた会計のこと。

一般会計や特別会計など各会計で経理する事業の範囲が市町村により異なっているため、統一的な基準で整

理し、比較できるようにした統計上の会計区分。浦安市では、一般会計と墓地公園事業特別会計を合算した

ものとなる。

プロジェクト

リーディングプランを推進する実施計画事業のこと。基本計画では４つのリーディングプランのもと、実

施計画の主要な事業を９つのプロジェクトとしてまとめている。

包括外部監査

地方公共団体が、地方自治法第２条 14 項と 15 項の趣旨を達成するため、弁護士や公認会計士などの外

部監査人の監査を受けるとともに、監査の結果に関する報告の提出を受けることを内容とするもの。

防災行政無線
災害発生時に、市民に正確で迅速に情報を提供できるよう設置された放送設備で、市内各所に屋外のスピ

ーカーが設置されており、一斉放送や地区別の放送が可能である。震度４以上の地震が発生した場合は、自

動的に放送が入る。

ま行

メタボリックシンドローム

内臓脂肪型肥満に加えて、高血糖、高血圧、脂質異常のうちいずれか２つ以上をあわせもった状態。

元町地域
埋立以前からある地域で、猫実、当代島、北栄、堀江、富士見地区の総称。

もやいの会

浦安市郷土博物館で活動する博物館ボランティアの組織で、会員数は約 300 名。
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や行

ユビキタスネットワーク社会
「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」アクセスが可能なネットワーク環境が広がり、様々なサービ

スが提供され、人々の生活をより豊かにする社会のこと。

ら行

ライフサイクルコスト
企画から開発、運用、保守、廃棄に至るすべての段階で発生する調達コスト。

ライフスタイル

人の生活様式や行動様式のこと。人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生き方。

ライフステージ

人の一生において、青年期、壮年期、老年期などの年代や、入学、卒業、就職、結婚など、節目になる出

来事によって区分される生活環境の段階のこと。

リーディングプラン

施策重点化を図るため、先導的・主導的役割を果たす施策のこと。基本計画では、（１）次代を担う浦安

こども未来プラン、（２）交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン、（３）安全・安心と快適を実感で

きる浦安づくりプラン、（４）未来につながる自治体経営プランの４つを掲げている。

リノベーション

刷新。改善。転じて、マイナス要素を修正するのではなく、既にあるものをプラスの方向に向かわせ、付

加価値を増大させる意味を持つ。

ローカルマニフェスト

地方自治体の首長選挙における公約のこと。地域の身近なテーマを取り上げ、政策目標として掲げている。

わ行

ワークステーション

障がいのある人の雇用を円滑に進めるための機能をもった場所。

ワーク・ライフ・バランス
働く人が、子育てや介護、自己啓発、地域活動などといった仕事以外の生活と仕事とを自分が望むバラン

スで実現できるようにすること。

318



平成 25年３月

■ 発行・編集

浦安市 市長公室 企画政策課

〒279-8501 千葉県浦安市猫実 1-1-1

電話 047-351-1111

■ 浦安市ホームページ URL

http://www.city.urayasu.chiba.jp

第２期基本計画
《平成24年度時点修正版》

～平成29(2017)年度

第２次実施計画
《改訂版》

平成25(2013)年～平成27(2015)年度




